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附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、伊達地方消防組合（以下「当組合」という。）が発注する消防指令

システム浸水対策工事及び消防救急デジタル無線機能強化の総合整備について、透明性

及び公平性を確保しながら、豊富な経験、実績、優れた技術力及び信頼性を有する最も

適した受託候補者を選定するため、公募型プロポーザル方式における手続等について必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）

とは、一定の条件を満たす提案者を公募により募集し、当該委託に係る実施体制及び対

象事業に対する技術提案を受けた上で審査を行い、当該委託の履行に最も適した者を選

定する方式をいう。 

第２章 事業計画 

（事業計画） 

第３条 事業計画は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 件名 消防指令システム浸水対策工事及び消防救急デジタル無線機能強化の総合

整備 



 

(２) 内容 次に掲げる事項を明記した伊達地方消防組合消防指令システム浸水対策工

事及び消防救急デジタル無線機能強化の総合整備に係る要求水準書（以下「要求水準

書」という。）のとおり 

ア 消防指令システム浸水対策工事（高機能消防指令システムの再構築を含む。） 

イ 消防救急デジタル無線機能強化 

ウ 運用保守 

(３) 期間 令和６年度（2024年度）から令和７年度（2025年度） 

(４) 運用 令和８年度（2026年度）運用開始 

(５) 場所 福島県伊達市保原町大泉字大地内93番地１ ほか 

２ 本事業の契約は、令和６年度（2024年度）とする。 

３ 運用開始する令和８年度（2026年度）から１年間を契約不適合責任期間とする。 

４ 前項の契約不適合責任期間の経過後から５年間を保守点検業務委託期間とする。 

第３章 公告 

（公告の手続） 

第４条 プロポーザルに係る公告については、伊達地方消防組合消防本部警防課（以下

「発注課」という。）において手続を行い、次に掲げる方法により公示する。 

(１) 伊達地方消防組合公告式条例（昭和46年伊達地方消防組合条例第１号）別表に掲

げる掲示場への掲示 

(２) 伊達地方消防組合のホームページへの掲載 

第４章 参加手続等 

（参加条件） 

第５条 プロポーザルへの参加は、次に掲げる全ての条件（以下「参加条件」という。）

に該当していること。 

(１) 当組合を組織する伊達市、桑折町、国見町又は川俣町（以下「関係市町」とい

う。）に資格の審査の申請をし、資格の認定を受け、工事等請負有資格業者名簿に登

録されていること。 

(２) 参加表明書の提出時において、関係市町から競争入札参加停止措置を受けていな

いこと。 

(３) 平成30年度（2018年度）以降に元請として、高機能消防指令システム及び消防救

急デジタル無線の契約及び導入の実績があること。 



 

（参加表明書等の提出等） 

第６条 プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる書類を発注課へ提出しなけれ

ばならない。 

(１) 参加表明書（様式第１号） 

(２) 事業所の事業実績（様式第２号） 

(３) その他必要書類 

２ 前項各号に掲げる書類（以下「参加表明書等」という。）に関する質問は、参加表明

書等に関する質問書（様式第３号）により行うものとする。 

３ 発注課は、参加の資格の有無について、参加条件及び参加表明書等により確認する。 

４ 参加を表明した者（以下「参加表明者」という。）全てに対して、前項の規定による

確認の結果をプロポーザル参加資格確認通知書（様式第４号）により通知する。 

（技術提案書等の提出等） 

第７条 発注課は、参加資格「有」と決定した者へ技術提案書等提出要請書（様式第５号）

により、次に掲げる書類の提出を要請する。 

(１) 技術提案書（様式第６号） 

(２) 技術者主要事業実績表（様式第７号） 

(３) 事業見積書（様式第８号） 

２ 前項第１号に掲げる技術提案書は、本事業の事業内容、要求水準書及び次に掲げる事

項を踏まえ、当組合に最も適した具体的な実現に対する考え方の技術提案とすること。 

(１) 高機能消防指令システム及び消防救急デジタル無線の実績及び取組み 

(２) 高機能消防指令システム設計に係る基本的思想 

(３) 高機能消防指令システムの性能 

(４) 消防救急デジタル無線装置の開発及び取組み 

(５) 消防救急デジタル無線各装置の仕様及び特長 

(６) 消防救急デジタル無線の運用及び操作 

(７) 浸水対策工事に係る機械室改修の提案 

(８) 当組合に有益と思われる提案 

(９) 保守及び維持管理 

(10) コスト 

３ 第１項各号に掲げる書類（以下「技術提案書等」という。）に関する質問は、技術提



 

案書等に関する質問書（様式第９号）により行うものとする。 

第５章 審査委員会 

（審査委員会の設置） 

第８条 本事業に係る技術提案の審査等を行うため、「伊達地方消防組合消防指令システ

ム浸水対策工事及び消防救急デジタル無線機能強化の総合整備に係る公募型プロポーザ

ル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。 

２ 審査委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 技術提案の審査 

(２) 受託候補者の選定 

(３) 前各号に係る結果の報告 

(４) その他審査委員会に関する事項 

３ 審査委員会の委員の構成は、委員長及び委員の６名で構成し、次に掲げる者とする。 

(１) 委員長 消防長 

(２) 委 員 消防署長 

(３) 委 員 伊達市、桑折町、国見町及び川俣町の防災担当課長又は財政担当課長 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理する。 

５ 審査委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長を務める。 

６ 審査委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

７ 審査委員会の会議は、非公開とする。 

８ 審査委員会の委員の任期は、本事業の委託契約締結の日までとする。 

９ 委員は、その職務に関し、知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた

後も、また同様とする。 

10 審査委員会の庶務は、発注課において処理する。 

第６章 審査等 

（技術提案の審査等） 

第９条 発注課は、提出された技術提案書等を技術提案した者（以下「技術提案者」とい

う。）が特定できないようにして審査委員会へ提出しなければならない。 

２ 審査委員会は、次に掲げる事項により、技術提案評価表（別表）に基づき審査委員会

の各委員が技術提案の審査を行い、当該審査による得点の合計点数により最優秀者及び

次点者を決定し、最優秀者を受託候補者として選定する。ただし、技術提案者が１者の



 

場合においても、技術提案の審査を行い、当該審査による得点の合計点数が満点の６割

以上に達している当該技術提案者を受託候補者として選定する。 

(１) 技術提案書等 

(２) プレゼンテーション 

(３) ヒアリング 

３ 前項各号に掲げる事項は、技術提案者を特定できないようにして行う。 

４ 第２項の規定による技術提案の審査及び受託候補者の選定は、非公開で実施する。 

５ 審査委員会は、第２項各号に掲げる事項の技術提案において、虚偽の内容を確認した

場合は、当該技術提案を無効とするものとする。 

６ 審査委員長は、第２項の規定による技術提案の審査及び受託候補者の選定の結果をプ

ロポーザル審査委員会審査結果報告書（様式第10号）により、伊達地方消防組合管理者

に報告する。 

７ 技術提案の審査及び受託候補者の選定の結果の公表は、原則として次に掲げる事項を

当組合のホームページに掲載することにより行う。 

(１) 技術提案者 

(２) 技術提案の審査及び受託候補者の選定の結果 

(３) 審査委員会の委員 

(４) 審査委員会の講評 

８ 技術提案の審査及び受託候補者の選定の結果に関する異議申立ては一切受付ない。 

第７章 費用 

（費用負担） 

第10条 参加表明書等及び技術提案書等の作成に係る費用は、提出する者の負担とする。 

第８章 受託候補者選定後の業務 

（受託候補者選定後の業務内容） 

第11条 受託候補者は、当組合と十分に協議を重ね、発注仕様書及び設計書を作成する。 

２ 第７条第１項第２号に掲げる技術者主要事業実績表に記載する配置予定の技術者は、

原則として変更できないものとする。ただし、病気、退職等やむを得ない理由により変

更を行う場合には、同等以上の技術者であると当組合の了承を得なければならない。 

３ 受託候補者の技術提案について、当該技術提案の内容がそのまま採用されるものでな

く、契約交渉時に改めて協議の上、当組合が必要と認める範囲内で発注仕様書に反映さ



 

せるものとする。 

４ 最優秀者との協議が不調となった場合は、次点者を受託候補者として協議を進めるも

のとする。 

第９章 雑則 

（その他の事項） 

第12条 プロポーザルに係るその他の事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 提出された技術提案書等は、第９条第２項の規定による技術提案の審査及び受託

候補者の選定以外には使用しない。 

(２) 参加表明書等及び技術提案書等は返却しない。 

(３) 参加表明者がない場合、プロポーザルは取りやめとする。再公募については、発

注課において検討を行う。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 
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